
メンタルヘルス支援と職場パフォーマン

ス：予防と介入の効果に関する実証的研究 

 

はじめに 

働く人々の精神的健康に対する社会的関心が急速に高まる中で、職場におけるメンタルヘ

ルス支援の整備とその効果の検証は、労働政策と企業経営の両面において重要な課題とな

っている。労働環境の多様化と変動性の高まりは、従業員に新たな心理的負荷をもたらし、

従来の対症的な対応のみでは対応困難な状況を生んでいる。そのため、組織におけるストレ

スの予防と心理的問題への適切な介入の両立が求められており、制度設計や実践方法の再

構築が必要とされている。本章では、まず本研究の背景と目的を明示した上で、メンタルヘ

ルス問題が組織および社会全体に及ぼす影響を俯瞰し、最後に本研究の独自性と学術的・実

践的意義を論じる。 

 

研究の背景と目的 

職場における心理的健康問題の重要性は、近年、国の政策においても明確に位置づけられて

いる。厚生労働省が推進する「職場における心の健康づくり」では、労働者の精神的安定が

労働生産性の確保と企業の持続可能性に直結する要因であることが繰り返し指摘されてい

る。ストレスチェック制度の義務化をはじめ、職場復帰支援やラインケアの強化に関する施

策が拡充されてきたが、これらの制度が実際の労働現場でどの程度有効に機能しているか

についての検証は未だ限定的である。従業員のメンタルヘルスは、業務に対する集中力やモ

チベーションの維持といった職務遂行能力に深く関与しているだけでなく、チーム全体の

生産性や組織の社会的信頼性にも波及する。したがって、単に個人の健康管理として捉える

のではなく、企業経営の中核的戦略の一環として、メンタルヘルス支援策の計画的導入と評

価が求められている。 

 

本研究の分析視点 

本研究は、メンタルヘルス施策の効果に関する実証的な知見の蓄積を目的とする。その中心

的分析視点は、第一に支援制度の導入・運用の実態、第二に制度の活用状況とその成果、第

三に制度運用における阻害要因の解明にある。とりわけ、支援策が単に形式的な制度にとど

まるのではなく、従業員の日常的な行動や職場文化の中にどのように組み込まれているか



を把握することが重要である。また、支援策の効果を業務成果や組織の健全性に照らして定

量的・定性的に評価する視点も含め、実務的示唆を引き出すことを目的とする。 

 

メンタルヘルス問題の社会的影響 

労働者の精神的健康の悪化は、個人の健康問題にとどまらず、労働市場や経済全体に対して

も深刻な影響を及ぼしている。厚生労働省が公表するデータによれば、精神疾患による労災

請求件数や長期休職者数は近年増加傾向にあり、とくに 20 代から 40 代の就業年齢層での

割合が高い傾向を示している。これは、労働力人口の中心層で生じている問題であることを

意味し、結果として企業の人材確保や戦略的展開を阻害する要因となる。さらに、精神的健

康の低下は、従業員一人ひとりの職務遂行能力を削ぐだけでなく、チーム全体の生産性低下

や職場環境の悪化にもつながる。これは、チーム内での信頼関係の希薄化、業務負荷の偏在、

職場内ハラスメントの助長といった副次的影響を引き起こし、組織としての機能不全をも

たらす場合がある。 

 

企業活動における経済的損失 

メンタルヘルス不調が企業にもたらす損失は、欠勤・休職・離職といった目に見えるものに

加え、労働意欲や創造性の喪失、チームワークの崩壊など目に見えにくい領域にも及ぶ。例

えば、精神的不調を抱える従業員の生産性は、健常者と比較して顕著に低下する傾向がある

という調査結果もあり、その損失は組織全体の売上や顧客対応力の低下につながる可能性

を孕んでいる。また、従業員の離職が頻発することで、新たな採用・育成コストが発生し、

人事資源の再配置が必要となるなど、経営資源の効率的活用が困難となる。 

 

本研究の独自性と意義 

本研究の最大の特徴は、メンタルヘルス支援策の実施状況とその成果の間にある「実効性の

ギャップ」に着目し、制度が現場でどのように受け止められ、活用されているかを定量的お

よび定性的に明らかにしようとする点にある。多くの先行研究では、制度導入率や利用件数

といった表層的指標にとどまっており、制度の中身やその運用の質に関する議論が十分で

はなかった。本研究では、実際に制度を利用した従業員の満足度や心理的変化、さらにはそ

れが職場全体に及ぼす影響に焦点を当て、支援施策が持つ組織的意義を明らかにする。また、

制度が十分に機能していない現場の事例分析を通じて、制度導入時の阻害要因や運用上の

課題を具体的に抽出し、実効性のある施策設計に資する知見を提供することを意図する。 

 

学術的・実務的貢献 

本研究は、心理学・経営学・労働政策の境界領域に位置づけられる複合的課題に対し、実証



的手法を用いてアプローチする。とくに、実務における制度運用の実態とその課題構造を可

視化することにより、企業の人事・労務部門が今後の支援策を設計・改善する際の具体的な

指針を提供する。また、政策的には、支援制度の中小企業への適用促進や新たな制度設計の

基礎資料として活用可能である点に意義がある。 

 

研究の理論的枠組み 

職場におけるメンタルヘルス支援の実効性を評価するためには、その背景にある心理学的

理論や職場環境との相互作用に関する枠組みの理解が不可欠である。本章では、まずメンタ

ルヘルスの基本概念を整理した上で、心理的安全性という観点が職場における精神的安定

に与える役割を明らかにする。また、ストレス理論および職業性ストレスモデルを通じて、

従業員の心理的状態と職務遂行との因果関係を構造的に理解し、支援制度の効果を測定す

る際の理論的基盤を提示する。 

 

メンタルヘルスに関する基本概念 

メンタルヘルスは、単に精神疾患がない状態を指すのではなく、自己の能力を認識し、生活

上のストレスに対処し、職場や社会に貢献できる状態を包含する広義の概念である。世界保

健機関による定義では、精神的健康とは「健全な状態で人生を営むために必要な内的資源を

有すること」とされるが、職場においては、この概念をより実践的に運用する必要がある。

従業員が精神的健康を維持するためには、職場内の人間関係、業務の裁量性、評価の透明性

といった要素が調和的に機能していることが前提となる。こうした環境が構築されていな

い場合、個人の心理的資源は急速に消耗し、ストレス反応の増大や適応障害、うつ病といっ

た問題が顕在化する可能性が高まる。 

 

メンタルヘルスの多層的構造 

メンタルヘルスは、個人の内的資質のみならず、外的環境との相互作用により形成される。

そのため、心理的健康を考察する際には、以下の三層構造に着目する必要がある。第一に、

「個人レベル」における自己効力感、対処能力、感情制御などの内的要因。第二に、「職務

レベル」における業務量の適切性、役割の明確性、裁量の有無。第三に、「組織レベル」に

おける上司や同僚の支援、組織文化、制度整備といった環境的要因である。 

 

この三層構造を理解することで、メンタルヘルス不調の原因分析がより精緻になり、支援制

度の設計においても、個人対応型の支援と組織改革型の施策を組み合わせた総合的アプロ

ーチが可能となる。 



職場における心理的安全性の意義 

メンタルヘルスの観点から職場環境を考察する際、心理的安全性の確保は不可欠な前提と

なる。心理的安全性とは、従業員が自身の意見や懸念を自由に表明できる状態であり、ミス

や課題を共有しても否定されることなく受容されると感じられる職場文化を指す。この概

念は従来、チームワークや組織開発の分野で注目されてきたが、精神的健康の維持にとって

も重要な要素である。心理的安全性が高い職場では、従業員は不安を抱えたときに支援を求

めやすくなり、早期段階でのストレス対処が可能となる。これにより、精神的不調の悪化を

防ぎ、業務への支障を最小限に抑えることができる。また、個々人が安心して自らの意見や

状態を表明できる環境では、問題の共有や改善提案も活発化し、組織全体の適応力や生産性

の向上にもつながる。 

 

心理的安全性とメンタルヘルスの関連性 

心理的安全性は、従業員が「見られている」という意識ではなく、「守られている」と感じ

ることによって成立する。こうした環境は、職場内の人間関係の質を高め、相互信頼や支援

行動の促進を通じて、個人の心理的安定を支える。また、心理的安全性の高い職場では、従

業員はリスクを伴う新たな行動をとることに対しても抵抗が少なくなり、自己表現や創造

的貢献がしやすくなる。これは心理的資源の拡張と同義であり、ストレス耐性の向上にも直

結する。 

 

職場風土の形成と制度との連動 

心理的安全性を構築するためには、形式的な制度だけでなく、それを支える職場文化の醸成

が求められる。例えば、ストレスチェックや相談窓口といった制度があっても、それを安心

して利用できる雰囲気が職場に存在しなければ、制度は形式にとどまり実効性を失う。した

がって、支援制度の設計においては、上司による日常的な声かけや傾聴の姿勢、ミスに対す

る寛容性、チームの一体感を高めるための仕組みといった「文化的土台」との連動が不可欠

である。 

 

ストレス理論と職業性ストレスモデル 

職場におけるメンタルヘルス支援を評価するためには、ストレスの発生機序とその影響を

理論的に理解する必要がある。心理学的ストレス理論は、外的環境の刺激に対する個人の認

知的評価とその対処過程に焦点を当てるものであり、職場環境の変数を分析する際にも応

用可能である。とりわけ、職業性ストレスモデルは、労働環境要因と個人要因との相互作用

を体系的に把握する枠組みとして有効である。本節では、まずストレス理論の基礎的枠組み

を確認したうえで、職場における具体的なストレス構造をモデル化した職業性ストレスモ



デルについて検討する。 

 

ストレスの定義と分類 

ストレスは、生理学的および心理学的反応として捉えられ、外部からの刺激（ストレッサー）

に対する個人の反応として生じる。ストレッサーは、物理的環境、社会的関係、役割葛藤、

時間的制約など多岐にわたり、職場におけるストレッサーはしばしば複雑な相互作用を持

つ。加えて、ストレス反応は短期的には適応行動を促進する場合もあるが、長期化・慢性化

することで心身の不調やパフォーマンスの低下をもたらす。個人差も重要であり、同一のス

トレッサーでも、認知的評価や対処能力の違いによって反応の強度や持続性が異なる。その

ため、ストレスのマネジメントには、環境的要因の調整と同時に、個人のストレス対処能力

の向上が求められる。 

 

職業性ストレスモデルの構造 

職業性ストレスモデルの中でも代表的なものが、仕事の要求度－裁量度モデル（Job 

Demand-Control Model）である。このモデルは、業務量や業務の複雑性といった「要求度」

と、仕事の進め方に関する「裁量度」の組み合わせがストレスに与える影響を予測する枠組

みである。要求度が高く裁量度が低い状況は、最もストレスが蓄積しやすい環境とされてお

り、メンタルヘルス不調のリスクを高める。さらに、職業性ストレス簡易モデル（厚生労働

省作成）では、職場におけるストレス要因として「仕事の負担」「仕事のコントロール」「対

人関係」「職場環境」などの項目が明確化されており、ストレスチェック制度の設計に反映

されている。これにより、定量的データに基づいて職場環境を可視化し、早期の介入が可能

となる。 

 

モデルの実務的応用と限界 

これらの理論モデルは、職場環境の設計や人事制度の構築に対して有用な指針を与えるが、

実務に適用する際には個別の職場特性や文化的背景を考慮する必要がある。例えば、同じ

「業務量の増加」という要求度でも、職種によっては挑戦として受け止められる一方で、別

の職種では圧迫感となる場合がある。また、裁量度の高さが必ずしもメンタルヘルスに好影

響を与えるとは限らず、責任感や孤立感といった副次的ストレスの要因ともなりうる。した

がって、職業性ストレスモデルを実務に応用する際には、量的評価だけでなく、現場でのヒ

アリングや観察を通じた質的情報の補完が求められる。制度的支援は、これらの理論的知見

と現場の実態を照らし合わせながら、柔軟に設計されるべきである。 

 

研究方法とデータ収集 

本研究では、企業におけるメンタルヘルス支援策の実効性を定量的および定性的に検証す



ることを目的とする。制度の導入状況やその運用実態が職場パフォーマンスに与える影響

を評価するため、複数の業種・規模の企業を対象とした調査を設計し、多面的なデータを収

集・分析する方法を採用した。本章では、まず調査対象企業とその選定基準、次に調査の実

施手法、そして分析に用いた評価指標と方法について説明し、最後にデータの信頼性を確保

するための倫理的配慮について述べる。 

 

対象企業と調査手法 

調査の実効性を担保するためには、業種や企業規模の偏りを避け、多様な労働環境における

実態を網羅的に把握する必要がある。本節では、調査対象とした企業の選定基準および実際

に行った調査手法について詳述する。 

 

企業選定の基準と構成 

本研究では、従業員 100 名以上の企業を主たる調査対象とし、業種別には製造業、情報通

信業、流通業、医療・福祉分野、専門サービス業の 5 分類からそれぞれ 2〜3 社を抽出した。

選定基準としては、厚生労働省が示すストレスチェック制度実施率に基づき、制度の導入状

況にバリエーションのある企業群を対象とした。企業の所在地については、都市部に偏らな

いよう、関東・関西・中部・九州の各地域から最低 1 社を選定し、地域的背景による制度運

用の違いも考慮できるよう配慮した。また、企業の従業員規模については、中堅企業（100

〜500 人）と大企業（1000 人以上）を均等に含め、規模による支援制度の充実度と運用状

況の差異を比較可能とした。 

 

調査方法の概要 

調査は、主に以下の三つの手法を組み合わせて実施した。 

第一に、企業人事部門への構造化インタビューを通じ、制度設計や運用上の課題を把握する。

第二に、従業員への匿名質問票調査を実施し、支援制度の利用状況、満足度、心理的健康状

態、業務負荷の主観的評価などを把握する。第三に、経営層へのヒアリングを通して、支援

制度に対する経営戦略的な位置づけを検討する。質問票の設計は、厚生労働省の「職業性ス

トレス簡易調査票」および「心の健康づくり計画指針」に準拠した尺度を基本としながら、

本研究独自の項目を加えることで、心理的状態と業務成果の相関関係を測定可能とした。 

 

評価指標と分析手法の概要 

データ分析にあたっては、支援制度の導入・運用が従業員のメンタルヘルスおよび職場パフ

ォーマンスに与える影響を統計的に検証するため、複数の指標を設定し、定量的な解析を行

った。本節では、用いた指標とその根拠、分析に用いた手法の概要を説明する。 



 

メンタルヘルスに関する評価指標 

メンタルヘルスの状態を測定するための指標としては、以下の三点を用いた。 

第一に、心理的ストレス反応の強度を測定する尺度として、主観的疲労感、不安・抑うつ、

活気・意欲の水準を評価する 5 段階リッカート尺度を用いた。第二に、職場内での支援感覚

を示すため、上司・同僚・会社全体からの支援認知の有無を数値化した。第三に、ストレス

対処行動としてのカウンセリング利用歴および満足度を記録した。 

 

職場パフォーマンスに関する指標 

職場パフォーマンスの評価には、欠勤日数、業務処理件数、顧客満足度の指標などを業種に

応じて変数化し、また、主観的な業務遂行感やモチベーションの水準も並行して測定した。

これにより、定量的成果と心理的主観の両面から支援制度の影響を分析可能な構造とした。 

 

分析手法の選定と構成 

分析方法としては、相関分析、回帰分析、分散分析を主に用い、制度導入状況とメンタルヘ

ルス、業務成果との関係を明らかにした。とくに、制度利用経験の有無による心理的指標の

違いを明確に把握するため、群間比較（t 検定）も行った。また、従業員から得られた自由

記述データについては、質的内容分析を通じてカテゴリ化し、制度に対する評価や運用上の

課題、利用に対する心理的障壁の実態を抽出した。これにより、定量的知見では把握しきれ

ない制度の機能性や文化的影響を検証可能とした。 

 

データの信頼性と倫理的配慮 

研究の信頼性を確保し、調査対象となる企業および従業員に対して倫理的に正当な手続き

を踏むことは、実証研究において極めて重要な課題である。本節では、データの妥当性・信

頼性を担保するための工夫と、倫理的配慮の具体的内容について述べる。 

 

データの正確性と偏りの回避 

調査票においては、回答者が誤解なく答えられるように質問文の語句を平易にし、各設問に

明確な定義と説明文を添えた。また、同一設問に対して複数の視点から回答を求める形式を

取り、単一の評価軸に依存しない構成とした。対象企業の選定段階でも、制度導入状況や業

種の違いがデータに偏りをもたらさないように、階層的なサンプリング手法を導入し、調査

結果の外的妥当性を確保した。 

 

個人情報保護と匿名性の確保 

調査はすべて匿名形式とし、回答データには個人識別が可能な情報を一切含めなかった。調



査対象者には事前に調査の目的とデータの利用範囲を明確に説明し、同意の取得を文書で

確認した。企業との契約にも守秘義務に関する条項を盛り込み、研究外でのデータ転用が一

切行われない体制を構築した。 

 

倫理審査と外部監修 

本研究は、調査実施前に外部機関の倫理審査委員会の承認を受けており、学術研究に必要な

倫理的基準を満たしていることを確認した。さらに、研究設計段階から産業保健専門家、統

計学の専門家によるレビューを実施し、学際的な視点からの指導を受ける体制を構築した。 

 

予防的支援策の現状と効果分析 

メンタルヘルス支援策には大きく分けて予防的支援と介入的支援の二つが存在するが、予

防的支援はメンタルヘルス不調の発生そのものを抑制する役割を担う。これはストレスの

発見・早期対応や、職場環境の改善、心理教育の提供などを通じて、従業員が心身の不調に

陥る前に保護的介入を行うことを目的とするものである。本章では、代表的な三つの予防的

支援策について、制度の普及状況、運用の実態、及び効果の分析を行う。すなわち、ストレ

スチェック制度の導入状況、教育・研修プログラムの実施と効果、そして職場環境改善の取

組みとその評価に焦点を当てる。 

 

ストレスチェック制度の導入状況 

ストレスチェック制度は、労働安全衛生法の改正により 2015 年より 50 人以上の事業場に

対して義務化されたものであり、従業員の心理的負担を把握し、集団的および個別的な改善

対応につなげることを目的とする制度である。本節では、制度の普及率や実施手順、組織内

での定着状況に着目し、その導入状況を明らかにする。 

 

制度普及の現状 

厚生労働省の調査によれば、ストレスチェック制度の実施率は 2020 年時点で約 8 割に達し

ており、大企業では制度の定着が進んでいる一方で、中小企業においては未実施または形式

的な運用にとどまっているケースが目立つ。法的義務のある事業場であっても、形骸化を防

ぐには経営層の理解と継続的なモニタリングが不可欠である。特に医療・福祉分野では、職

務負荷が恒常的に高く、制度活用の必要性が高い一方で、実施に必要な専門職の不足が制度

定着の障壁となっている。 

 

制度運用の実態 

調査対象企業の多くは、法定の年 1 回の実施義務を満たしているが、結果の活用には差が



見られる。具体的には、高ストレス者の選定後に産業医面談の機会が設けられている企業も

あるが、実際の利用率は低く、対象者が制度利用に心理的抵抗を感じていることがわかる。

また、集団分析結果の職場フィードバックについても、実施の有無や方法が企業ごとに異な

り、組織的改善策への接続が不十分なケースがある。 

 

制度の定着に向けた課題 

制度の実効性を高めるためには、ストレスチェックを単なる「診断」にとどめず、継続的改

善の入口として位置付ける必要がある。特に人事部門と産業保健職の連携体制、管理職によ

る適切な情報共有の仕組み、従業員の信頼を前提とした運用が求められる。また、結果が従

業員に不利益を与えるものではないという信頼の構築が重要であり、制度の透明性と説明

責任が制度定着の鍵を握る。 

 

教育・研修プログラムの効果測定 

心理教育を中心とした教育・研修プログラムは、メンタルヘルスの一次予防策として、従業

員の知識向上と意識変革を通じて精神的健康の保持に寄与する。本節では、実施状況とその

効果、対象者別の特性に応じた教育内容の有効性について検討する。 

 

研修の導入状況と実施形態 

多くの企業では、年 1 回程度のメンタルヘルス研修を実施しており、対象者としては管理

職を中心とした「ラインケア研修」と、全従業員を対象とした「セルフケア研修」に分類さ

れる。前者は部下の不調に早期気づき、適切な対応を促すことを目的とし、後者は自らのス

トレス状態を理解し、適切に対処する力を育成する内容となっている。オンライン型研修の

普及も進みつつあり、時間的制約や地理的制限を受けにくい利点を持つ。 

 

効果測定の手法と結果 

本研究においては、研修参加者への事後アンケートと、一定期間後の再評価を通じて、研修

の効果測定を行った。セルフケア研修では、ストレス対処に関する認知の向上、日常的なス

トレス記録の実施率が向上しており、研修の即時的効果が確認された。一方で、ラインケア

研修では、対応知識の向上が見られたものの、実際に対応行動に結びついているかについて

は効果が限定的であり、研修と実務行動のギャップが課題として浮かび上がった。 

 

持続的効果とフォローアップの必要性 

研修の持続的効果を得るためには、単発の研修にとどまらず、定期的なフォローアップと実

践的場面での振り返りが重要である。とくに管理職には、部下の不調に直面した際の対応を

ロールプレイ等で体験する研修手法の導入が効果的である。また、E ラーニングや社内 SNS



を活用した情報提供も、日常的な気づきを促進する方法として注目される。 

 

職場環境改善の取り組みと評価 

ストレスチェックや研修と並び、職場環境そのものを改善する取り組みは、メンタルヘルス

の維持にとって最も根本的かつ持続的な支援手段と位置づけられる。本節では、調査対象企

業における具体的な環境改善策の内容と、それに対する従業員の評価を中心に分析する。 

 

主な取組内容とその傾向 

職場環境改善の施策は、業務負担の再配分、勤務制度の柔軟化、コミュニケーション促進策、

物理的作業環境の整備など多岐にわたる。調査企業では、フレックスタイム制度や在宅勤務

の導入、1on1 ミーティングの定着、共用スペースのリニューアルといった施策が多く見ら

れた。これらはコロナ禍を契機として一層加速した側面もあり、従来の硬直的な勤務形態か

らの転換が図られている。また、職場内の対話促進を意識した仕組みとして、週次のカジュ

アルミーティングやサンクスカード制度を導入している企業もあり、心理的安全性を支え

る土壌づくりが環境改善の一環として進められている。 

 

従業員の評価と反応 

職場環境改善に対する従業員の評価はおおむね肯定的であり、とくに働き方の柔軟性が向

上したことによるワークライフバランスの改善が頻繁に言及された。加えて、上司との定期

的な対話が確保されたことで、業務負荷の調整がしやすくなったという声も多く、心理的負

担の軽減に一定の効果が認められた。一方で、制度の浸透度にはばらつきがあり、現場レベ

ルでの実施率や利用のしやすさに差が生じているケースも存在した。例えば、在宅勤務の選

択が部門により制限されていたり、上司の対応姿勢によってミーティングの有無が左右さ

れるといった構造的問題も指摘された。 

 

制度の定着と文化的支援の必要性 

職場環境改善策が定着し機能するためには、制度設計の巧拙だけではなく、企業文化や管理

職の意識が深く関係する。形式的には制度が存在していても、それを「使いやすい」と感じ

られる空気がなければ、利用は限定的にならざるを得ない。そのため、環境整備のプロセス

には、制度的措置と並行して、組織風土への働きかけが不可欠であり、制度利用の心理的障

壁を取り除くための職場内対話が必要とされる。 

 

介入的支援策の導入とその実態 

職場におけるメンタルヘルス対策は、予防的支援策と介入的支援策の二本柱で構成される。



予防的支援策が問題の発生を未然に防ぐことを目的とするのに対し、介入的支援策は既に

顕在化したメンタルヘルス不調に対する具体的な対応を行うものである。近年、企業におい

ては、カウンセリングサービスの提供、復職支援制度の整備、産業保健スタッフの配置とい

った介入的支援策の重要性が高まっている。本章では、これらの介入的支援策の導入状況と

その実態について、具体的なデータを基に分析する。 

 

カウンセリング利用率と満足度 

メンタルヘルス不調を抱える従業員に対するカウンセリングサービスの提供は、早期発見・

早期対応の観点から極めて重要である。しかし、実際の利用率や満足度には課題が残る。本

節では、企業におけるカウンセリングサービスの利用状況と、利用者の満足度について検討

する。 

 

カウンセリングサービスの提供状況 

厚生労働省の令和 4 年「労働安全衛生調査（実態調査）」によれば、メンタルヘルス対策に

取り組んでいる事業所の割合は 63.4％であり、その中で「メンタルヘルス不調の労働者に

対する相談窓口の設置」を行っている事業所は全体の約半数に上る。 

 

カウンセリングサービスの利用率 

しかし、これらの相談窓口の実際の利用率は低調である。具体的な数値は調査によって異な

るが、多くの企業で従業員の数％程度にとどまると報告されている。この低利用率の背景に

は、以下の要因が考えられる。 

 

・認知度の低さ 

従業員が相談窓口の存在や利用方法を知らない場合がある。 

 

・利用への抵抗感 

メンタルヘルスに関する相談を行うことへの心理的抵抗や、周囲の目を気にする風土が存

在する。 

 

・信頼性の問題 

相談内容の秘密保持に対する不安や、相談員の専門性に対する疑問がある。 

 

利用者の満足度とその要因 

一方、実際にカウンセリングサービスを利用した従業員の満足度は比較的高い傾向にある。

満足度を高める要因として、以下が挙げられる。 



 

・専門的な対応 

相談員が専門的な知識と経験を有し、適切なアドバイスやサポートを提供できること。 

 

・プライバシーの保護 

相談内容が厳重に管理され、外部に漏洩しないという信頼感。 

 

・アクセスの容易さ 

予約の取りやすさや、相談場所の利便性など、利用しやすい環境が整っていること。 

 

利用促進に向けた取り組み 

カウンセリングサービスの利用率向上のためには、以下の施策が有効である。 

 

・周知活動の強化 

定期的な社内広報やオリエンテーションを通じて、相談窓口の存在と利用方法を周知する。 

 

・利用しやすい環境の整備 

オンライン相談の導入や、相談時間の柔軟な設定など、利用者の利便性を高める工夫を行う。 

 

・信頼性の向上 

相談員の専門性を高める研修の実施や、プライバシー保護に関する明確なポリシーの策定

と周知を行う。 

 

復職支援制度の課題と改善策 

メンタルヘルス不調により休職した労働者が円滑に職場復帰するためには、適切な復職支

援制度が不可欠である。しかし、多くの企業において、復職支援制度の運用には課題が存在

する。本節では、復職支援制度の現状と、それに伴う課題および改善策について検討する。 

 

復職支援制度の現状 

厚生労働省の「心の健康問題により休業した労働者の職場復帰支援の手引き」によれば、多

くの企業が復職支援プログラムを策定しているものの、その内容や運用方法にはばらつき

が見られる。特に、中小企業では制度自体が未整備である場合も少なくない。 

 

復職支援における主な課題 

復職支援制度の運用において、以下の課題が指摘されている。 



 

・復職プロセスの不明確さ 

復職までの手順や基準が明確に定められておらず、復職者や管理職が戸惑うケースがある。 

 

・職場の受け入れ体制の不足 

復職者を迎え入れる職場側の理解や配慮が不足しており、復職者が孤立感を抱くことがあ

る。 

 

・フォローアップの欠如 

復職後の定期的なフォローアップが行われない場合、再発のリスクが高まることが指摘さ

れている。復職者の健康状態や業務適応状況を継続的に把握し、必要に応じた支援を提供す

る体制が求められる。 

 

これらの課題を解決するためには、復職プロセスの明確化、職場の受け入れ体制の強化、復

職後の継続的なフォローアップが必要である。具体的には、復職までの手順や基準を明文化

し、関係者全員に周知することで、復職者や管理職の戸惑いを減少させることができる。ま

た、管理職や同僚に対するメンタルヘルス教育を実施し、復職者への理解と配慮を促進する

ことが重要である。さらに、復職後も定期的な面談や健康チェックを行い、復職者の状態を

把握し、必要な支援を提供することで、再発防止につなげることができる。 

 

産業保健スタッフの役割と連携体制 

産業医や保健師などの産業保健スタッフは、職場におけるメンタルヘルス対策の中心的な

役割を担っている。彼らの適切な配置と、他部門との連携体制の構築は、効果的なメンタル

ヘルス支援の実現に不可欠である。本節では、産業保健スタッフの役割と、他部門との連携

体制について検討する。産業保健スタッフは、定期的な健康診断を実施し、従業員の健康状

態を把握する役割を持っている。また、従業員からのメンタルヘルスに関する相談に応じ、

適切なアドバイスや支援を提供することも求められる。さらに、職場の作業環境や人間関係

を評価し、必要に応じて改善策を提案することで、職場環境の向上にも寄与している。 

 

効果的なメンタルヘルス支援を実現するためには、産業保健スタッフと他部門（人事部門、

管理職、労働組合など）との連携が不可欠である。具体的には、定期的な情報共有会議を開

催し、各部門が集まり、従業員の健康状態や職場環境に関する情報を共有し、対応策を検討

することが重要である。また、各部門の役割と責任を明確にし、連携時の混乱を防ぐことも

必要である。さらに、メンタルヘルス支援に関する共通の目標を設定し、一体となって取り

組む姿勢を醸成することで、組織全体のメンタルヘルス対策の効果を高めることができる。 



 

メンタルヘルスと職場パフォーマンスの関連性 

現代の労働環境において、従業員のメンタルヘルスは組織の生産性や効率性に直接的な影

響を及ぼす重要な要素である。メンタルヘルスの良好な維持は、個々の業務遂行能力の向上

のみならず、チーム全体の協働性や組織全体の成果にも寄与する。本章では、心理的健康と

業務効率の相関関係、チーム全体への波及効果、さらに欠勤・離職率との関連性について検

討する。 

 

心理的健康と業務効率の相関関係 

従業員の心理的健康は、業務効率に密接な関連性を持つ。メンタルヘルスが良好な状態にあ

る従業員は、集中力や判断力が高まり、業務遂行能力が向上する傾向がある。一方、ストレ

スや不安を抱える従業員は、注意力の散漫や意思決定の遅延などが生じ、業務効率の低下を

招く可能性がある。厚生労働省の報告によれば、職業性ストレスが高い労働者は、健康障害

や生産性の低下、疾病休業の増加などのリスクが高まるとされている。 

 

チーム全体への波及効果 

個々の従業員のメンタルヘルスは、チーム全体のダイナミクスにも影響を及ぼす。一人のメ

ンバーがストレスや不安を抱えることで、コミュニケーションの障害や協働作業の停滞が

生じる可能性がある。逆に、メンタルヘルスが良好なメンバーが多いチームでは、相互支援

や円滑な情報共有が促進され、チーム全体のパフォーマンス向上につながる。厚生労働省の

調査では、職場のパワーハラスメントがメンタルヘルス不調を引き起こし、チームの生産性

低下やコミュニケーションの悪化を招くことが示されている。 

 

欠勤・離職率との関連分析 

メンタルヘルスの問題は、欠勤や離職率の上昇とも関連している。ストレスやうつ症状を抱

える従業員は、欠勤が増加し、最終的には離職に至るケースも少なくない。これにより、組

織は人材の損失や採用・育成コストの増加といった課題に直面する。厚生労働省のデータに

よれば、メンタルヘルス不調により休業・退職した労働者がいる事業場の割合が増加傾向に

あることが報告されている。 

 

以上のことから、従業員のメンタルヘルスの維持・向上は、個人の業務効率のみならず、チ

ームや組織全体の生産性、さらには欠勤・離職率の低減にも寄与する重要な要素であること



が明らかである。 

 

支援制度の課題と阻害要因の検討 

職場におけるメンタルヘルス支援制度は、従業員の心理的健康を維持し、組織全体の生産性

向上に寄与する重要な施策である。しかし、これらの制度が十分に機能していない現状が多

くの企業で見受けられる。本章では、支援制度の利用を阻害する要因として、制度利用に対

する心理的抵抗、管理職の理解と対応能力の不足、制度設計と運用上の不一致の三点につい

て検討する。 

 

制度利用に対する心理的抵抗 

メンタルヘルス支援制度が存在しても、従業員がこれを利用することに対して心理的抵抗

を感じる場合がある。この抵抗感は、主にスティグマの存在、プライバシーへの不安、自己

認識の不足といった要因から生じる。まず、メンタルヘルスの問題を抱えていることが周囲

に知られることで、評価や昇進に悪影響を及ぼすのではないかという懸念がある。次に、相

談内容が上司や同僚に漏れるのではないかという恐れが、制度利用をためらわせる要因と

なる。さらに、自身のストレスや心理的問題を軽視し、専門的な支援を必要としないと考え

る傾向がある。 

 

これらの問題を解決するためには、組織全体でメンタルヘルスに関する正しい知識を普及

させ、支援制度の利用がキャリアに悪影響を及ぼさないことを明確に伝える必要がある。ま

た、相談内容の守秘義務を徹底し、プライバシーが保護される環境を整備することが重要で

ある。 

 

管理職の理解と対応能力の不足 

管理職は、部下のメンタルヘルスを支援する上で重要な役割を担っている。しかし、知識・

スキルの不足、時間的制約、組織文化の影響といった課題が存在する。まず、メンタルヘル

スに関する基本的な知識や、部下のサインを察知するスキルが不足している場合、適切な対

応が難しくなる。次に、業務多忙により、部下のメンタルヘルスに十分な注意を払う余裕が

ない。さらに、成果主義や過度な競争を重視する組織文化が、メンタルヘルスの問題を軽視

する風土を生むことがある。 

 

これらの課題に対処するためには、管理職向けのメンタルヘルス研修を定期的に実施し、必

要な知識とスキルを習得させることが求められる。また、管理職自身のメンタルヘルスも重



要であり、彼らが適切なサポートを受けられる体制を整えることも必要である。 

 

制度設計と運用上の不一致 

メンタルヘルス支援制度が効果的に機能するためには、制度の設計と実際の運用が一致し

ていることが不可欠である。しかし、多くの組織において、設計段階での意図と現場での運

用実態に乖離が見られる場合がある。例えば、制度上は従業員が自由にカウンセリングを受

けられるとされていても、実際には予約が取りにくい、相談窓口の存在が周知されていない、

あるいは利用手続きが煩雑であるといった問題が生じていることがある。これにより、従業

員は制度を利用する意欲を失い、結果として支援制度が形骸化してしまう。さらに、制度の

評価指標が明確でない場合、運用の効果測定が困難となり、改善点の特定や適切なフィード

バックが行われない。これにより、制度の継続的な改善が滞り、従業員のニーズに即した支

援が提供されなくなる。 

 

これらの課題を解決するためには、制度設計時に現場の意見を積極的に取り入れ、実際の運

用を想定したプロセスを構築することが重要である。また、定期的な運用状況のモニタリン

グとフィードバックを行い、制度の有効性を評価し、必要に応じて改善を図る体制を整備す

ることが求められる。 

 

持続可能なメンタルヘルス施策の提言 

職場におけるメンタルヘルス施策の持続可能性は、従業員の健康維持と組織の生産性向上

に不可欠である。これを実現するためには、制度の定着と企業文化への統合、長期的視点で

の効果測定、多様性と包摂性を重視した支援設計が求められる。 

 

制度の定着と企業文化への統合 

メンタルヘルス施策を一過性の取り組みで終わらせず、組織の根幹に組み込むためには、施

策の定着と企業文化への統合が不可欠である。これを実現するには、経営層から現場のすべ

ての従業員が重要性を理解し、日常業務の中で自然に支援制度を活用できる環境を整える

必要がある。  

 

長期的視点での効果測定の重要性 

メンタルヘルス施策の効果を正確に把握し、継続的な改善を図るためには、長期的な視点で

の効果測定が不可欠である。短期的な指標だけでなく、従業員の健康状態や職場環境の変化、



業務パフォーマンスへの影響など、多角的なデータを収集・分析し、施策の有効性を評価す

る必要がある。これにより、施策の強化すべき点や新たな課題を明確にし、より効果の高い

支援体制を築くことができる。 

 

多様性と包摂性を重視した支援設計 

現代の職場は、多様なバックグラウンドや価値観を持つ従業員で構成されており、メンタル

ヘルス施策もこの多様性を考慮した設計が求められる。すべての従業員が安心して利用で

きる支援制度を提供するためには、個々のニーズや状況に応じた柔軟な対応が必要である。

例えば、性別、年齢、文化的背景、障害の有無など、多様な要素を考慮したカウンセリング

サービスの提供や、働き方の選択肢を広げる施策などが挙げられる。これにより、すべての

従業員が自分らしく働ける環境を整備し、組織全体の包摂性を高めることが可能となる。 

 

おわりに 

本研究では、職場におけるメンタルヘルス支援が従業員のパフォーマンスや組織全体に与

える影響について、予防的支援と介入的支援の両面から実証的に検討した。以下に、研究結

果の総括と今後の展望、実務への応用と社会的意義、さらには今後の研究課題と限界につい

て述べる。 

 

研究結果の総括と今後の展望 

本研究の結果、メンタルヘルス支援制度の適切な導入と運用が、従業員の心理的健康の維

持・向上に寄与し、ひいては職場全体の生産性向上につながることが明らかとなった。特に、

予防的支援策としてのストレスチェックや研修プログラムの実施が、早期の問題発見と対

処に有効であることが示された。今後の展望として、これらの支援策をさらに効果的に機能

させるためには、組織全体でのメンタルヘルスに対する理解と意識の向上が不可欠である。

経営層から現場の従業員までが一丸となって取り組むことで、支援制度の定着と効果的な

運用が期待できる。 

 

実務への応用と社会的意義 

本研究の成果は、企業の人事戦略や労働環境の改善に直接的な示唆を与えるものである。具

体的には、メンタルヘルス支援制度の充実が、従業員の満足度やエンゲージメントの向上、

さらには離職率の低下といった形で組織の安定性を高める効果が期待できる。また、社会的

意義として、従業員のメンタルヘルスが向上することは、医療費の削減や労働生産性の向上



といった経済的効果をもたらすだけでなく、社会全体の幸福度の向上にも寄与する。 

 

今後の研究課題と限界 

本研究にはいくつかの限界が存在する。第一に、データ収集の範囲や方法に制約があり、す

べての業種や職種に一般化できる結果とは言い切れない点である。第二に、メンタルヘルス

支援の効果は多面的であり、長期的な視点での評価が必要であるが、本研究では短期的な効

果に焦点を当てた分析が中心となった。今後の研究課題として、より多様な業種・職種を対

象とした大規模な調査の実施や、長期的なフォローアップによる支援策の持続的効果の検

証が挙げられる。また、個々の従業員の特性やニーズに応じたカスタマイズされた支援策の

開発とその効果検証も重要なテーマとなるであろう。 

 

以上のように、職場におけるメンタルヘルス支援は、従業員個人の健康維持のみならず、組

織全体の生産性向上や社会全体の福祉向上に寄与する重要な要素である。今後も、実践的か

つ科学的なアプローチによる研究と実務への応用が求められる。 
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